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ベトナム人介護労働者との協働を目指した研修プログラムの開発 




 本学学生と、ベトナム人介護労働者との協働を目指した研修プログラムを開発する  




現地調査 対象者及び調査実施日  
(1)現地調査第 1 回目：2018 年 8 月 15 日～17 日 
 国際交流先候補：施設（ハノイ）の見学及び担当者とのミーティング  
(2)現地調査第 2 回目：2018 年 11 月 19 日～21 日 
 調査対象者：技能実習経験者・技能実習希望者・技能実習（介護分野）指導者  
（3）現地調査第 3 回目：2019 年 3 月 6 日～8 日 
 国際交流先候補：施設（ハノイ）の視察及びミーティング、現地宿泊施設視察 
Ⅲ.結果 
(1)現地調査第 1 回目：受け入れ施設の確保 2 箇所・文化交流先確保 1 箇所 
(2)現地調査第 2 回目：技能実習経験者 3 名へのインタビュー・技能実習（介護分野）
指導者 1 名へのインタビュー・技能実習希望者 23 名への質問紙調査 
（3）現地調査第 3 回目：受け入れ施設の確保 2 箇所・宿泊先選定 1 箇所 
Ⅳ.考察 
 今回は筆者らがベトナムを訪問し、それぞれ研修プログラムの可能性について調査  
を実施した。特に日本人学生が現地で【安全】かつ、地域性に直接触れながら、【学び】  
を深めるためには、受け入れ施設の整備状況が非常に大切であることがわかり、候補先  
として G 施設との交流がもてたことにより、調査の成果を上げることが若干ではあるが  
できたと考えている。また本調査の本来の目的ではなかったが、3 名の技能実習生経験 
者、23 名の技能実習希望者のインタビューを通して、今後の介護分野の技能実習の可  
能性についても考察することができた点も大きな成果であったと考えられる。特にイン  
タビュー対象者が、日本に対して好意的な印象を持ちつつも＜日本の入管法制度の複  
雑さ＞＜日本語習得条件の厳しさ＞などから他国への流入が起きているとの指摘や、＜ 
日本語能力が限定的でも製造業なら就業可能という考えが多数＞と就職希望の偏りも  
現実的にあることも明らかになった。今後、研修プログラムとして実現可能な内容に発  
展させることが必要である。  
Ⅴ.結論 
 2 名の研究協力者の尽力により、円滑な調査が可能となった。今回は研修受け入れ先
の候補選出に留まったが、今後は具体案を作成に向け更なる情報収集を継続していく。  
 
 
